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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トコジラミを防除又は忌避する方法であって、前記トコジラミを抑制有効量の構造（Ｉ
）、
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【化１】

（式中、
Ｒは＝Ｏ、－ＯＨ、－ＯＣ（Ｏ）Ｒ４、－ＯＲ６、－（ＯＲ６）２からなる群から選択さ
れ、各Ｒ６は独立に、１～４個の炭素原子を含有するアルキル基から選択され、Ｒ４は０
～２個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和又は不飽和ヒ
ドロカルビル基であり；
ＸはＯ又はＣＨ２からなる群であり、但し、ＸがＯである場合、Ｒは＝Ｏでしかあり得ず
；
各Ｚは独立に、（ＣＨ）及び（ＣＨ２）からなる群から選択され；
ｙは１及び２から選択される数字であり；
Ｒ１はＨ並びに０～２個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基からなる群から選択され；
Ｒ２はＨ並びに０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基からなる群から選択され；
Ｒ３はＨ、０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和
又は不飽和ヒドロカルビル基、－（ＣＨ２）ｎＯＨ、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＯＲ７、－ＣＨ２

Ｃ（Ｏ）Ｒ８から選択され、Ｒ７、Ｒ８の各々は独立に、Ｈ並びに０～３個の二重結合及
び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から
なる群から選択され且つｎは１～１２の整数であり；且つ
環構造中の２位と３位との間の結合は単又は二重結合であり得、且つＲが＝Ｏであり、Ｘ
＝ＣＨ２且つｙが１である場合に、前記構造（Ｉ）の化合物が前記化合物中に１３～２０
個の総炭素原子を含有するのを除いて、前記構造（Ｉ）の化合物は１１～２０個の総炭素
原子を含有する）
の化合物の少なくとも１種と接触させることを含む方法。
【請求項２】
　前記構造（Ｉ）の化合物が前記化合物中に１２～１６個の炭素原子を有する、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が、
Ｒが－ＯＨであり、ＸがＣＨ２であり、ｙが１又は２であり、各Ｚが（ＣＨ）及び（ＣＨ
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２）からなる群から選択され、前記環中の２位と３位との間の前記結合が単結合であり、
Ｒ１及びＲ２の一方がＨ又は－ＣＨ３であり、Ｒ１及びＲ２の他方が９～１５個の炭素原
子及び０～３個の二重結合を含有する、分岐又は非分岐、飽和又は不飽和ヒドロカルビル
基であり、且つＲ３がＨである
化合物である、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が、
Ｒが－ＯＨであり、ＸがＣＨ２であり、ｙが１又は２であり、各Ｚが（ＣＨ）及び（ＣＨ

２）から選択され、前記環中の２位と３位との間の前記結合が単又は二重結合であり、Ｒ

１及びＲ２の一方がＨであり、Ｒ１及びＲ２の他方が５～１５個の炭素原子及び０～３個
の二重結合を含有する、分岐又は非分岐、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基であり、且つ
Ｒ３が－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｒ８であり、Ｒ８が１～６個の炭素原子を含有する分岐又は非分
岐、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択される
化合物である、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記環の２位と３位との間の前記結合が単結合であり、且つＲ８が３～５個の炭素原子
を含有するヒドロカルビル基から選択される、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　Ｒ８が－ＣＨ３である、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
　前記構造（Ｉ）の化合物が１１～１４個の総炭素原子を含有するようにＲ１が５～１０
個の炭素原子のアルキル基である、請求項４に記載の方法。
【請求項８】
　トコジラミを防除又は忌避する方法であって、前記トコジラミを抑制有効量の構造（Ｉ
）、

【化１－１】
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【化１－２】

【化１－３】
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【化１－４】

【化１－５】
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【化１－７】
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【化１－８】
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【化１－９】

【化１－１０】
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【化１－１１】

【化１－１２】
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【化１－１３】
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【化１－１４】
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【化１－１５】
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【化１－１６】

【化１－１７】
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【化１－１９】
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【化１－２０】
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【化１－２１】

【化１－２２】

【化１－２３】



(19) JP 6063559 B2 2017.1.18

10

20

30

40

【化１－２５】

【化１－２４】
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【化１－２６】

からなる群から選択される、
化合物の少なくとも１種と接触させることを含む方法。
【請求項９】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が、

【化１－９】
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【化１－１０】

及び、



(22) JP 6063559 B2 2017.1.18

10

20

30

【化１－１１】

からなる群から選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が、
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【化１－１４】
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【化１－１５】
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【化１－１６】

【化１－１７】
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【化１－１８】

【化１－１９】

及び、
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【化１－２０】

からなる群から選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が、
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【化１－２１】

【化１－２２】

【化１－２３】
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【化１－２７】

【化１－２６】
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【化１－２５】

及び、

【化１－２４】

からなる群から選択される、請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
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　前記トコジラミがＮ，Ｎ－ジエチル－ｍ－トルアミド（ＤＥＥＴ（登録商標））と組み
合わせた構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物と接触させられる、請求項１に記載の方法
。
【請求項１３】
　前記トコジラミがパラ－メンタン－３，８－ジオール（ＰＭＤ）と組み合わせた構造（
Ｉ）の少なくとも１種の化合物と接触させられる、請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記トコジラミが構造（Ｉ）の任意の他の化合物と組み合わせた構造（Ｉ）の少なくと
も１種の化合物と接触させられる、請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が衣類若しくは織物の表面に施用される又は
衣類若しくは織物に含浸させられる、請求項１に記載の方法。
【請求項１６】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物が洗剤、柔軟剤又はドライヤーシートに施用
される、請求項１に記載の方法。
【請求項１７】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物がローション、ワイプ、粉末、スプレー又は
シャンプー中の局所忌避剤として施用される、請求項１に記載の方法。
【請求項１８】
　前記構造（Ｉ）の少なくとも１種の化合物がγ－ドデカラクトン、γ－トリデカラクト
ン、γ－ペンタデカラクトン、メチルアプリトール、メチルジヒドロジャスモレート、メ
チルジヒドロジャスモレートジメチルアセタール及び３－メチル－５－ペンチル－２－シ
クロヘキセン－１－オールから選択される、請求項１に記載の方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トコジラミを防除及び忌避するための薬剤として使用される化合物に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　近年のデータは、ヒト住居のトコジラミ侵襲（キメクス属（Ｃｉｍｅｘ）の種）が増加
していることを示唆している。トコジラミの少なくとも９２種が世界的に同定されており
、その少なくとも１６種が北アメリカ大陸にいる。一般的に、トコジラミは、ヒト及び種
々の飼育動物を含む宿主に対する寄生性有害生物である。現在、少なくとも一部は長時間
作用する残留性殺虫剤がトコジラミ個体群を抑制するためにもはや使用されていないため
に、トコジラミ侵襲がますます問題になっていると考えられる。さらに、増加した国際旅
行及び殺虫剤抵抗性が、トコジラミ侵襲を広げ、殺虫剤による防除を極めて困難にしてい
る。規模の点から、不評又は悪評によりもたらされる事業評判のリスクのために、このよ
うな侵襲は、ホテル経営者、クルーズ客船、列車、デイケア施設などにとって特に懸念さ
れている。他の問題となる区域は、療養施設、兵舎、寄宿舎、病院及び種々の他の形態の
高密度住宅を含む傾向がある。それにもかかわらず、一戸建ても同様に悪影響を受け得る
。
【０００３】
　トコジラミはヒト血液を食物とする。したがって、トコジラミは目障りなだけでなく、
醜く皮膚に斑紋を残す。これは住居の寝室にとって問題となるが、ホテルなどにとってよ
り一層深刻な問題となる。このような商業的寝室に関しては、外部感染源がトコジラミを
その場所に持ち込んでくる、より多くの機会があり、対処される前に客の咬傷を引き起こ
す未知の侵襲があるはずであり、長期の有意な評判損失につながる恐れのある、客の不満
足及び悪評の深刻なリスクがある。
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【０００４】
　殺虫性化学物質の汚染区域及び材料（特に、マットレス）への施用を通して、トコジラ
ミ侵襲を防除する試みがなされている。この手法はいくつかの欠点を有する。例えば、こ
の手法は、処理区域又はマットレスを施用後あまりに早く使用する人々を殺菌性化学物質
の臭気又は他の望ましくない特性に晒し得る。さらに、侵襲が既に存在していることが知
られているかどうかにかかわらず、化学物質が定期的に使用されない限り（コストを有意
に増加させる手順）、処理を開始することを知る前に汚染区域で眠っている人々が噛まれ
得る。
【０００５】
　トコジラミ増加の別の理由は、有害生物防除サービスが、今日では、残留性スプレーの
代わりに、建築物にいる最も一般的な有害生物である、ゴキブリの防除用の低毒性ゲル系
殺虫剤をよりよく使用するということである。他の昆虫を死滅させることを意図された残
留性スプレーが一般的に使用されていた時、これらのスプレーが潜在的なトコジラミ侵襲
に対する付帯的な殺虫効果をもたらした。今日主に使用されているゲル系殺虫剤は、トコ
ジラミがこれらの誘餌を食物とすることができないので、トコジラミに何ら効果を及ぼさ
ない。
【０００６】
　そのため、トコジラミを防除又は忌避するための安全及び有効な化学物質、並びにトコ
ジラミの防除又は忌避のためにこのような化学物質を使用する安全及び有効な手段の必要
性が存在する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によると、トコジラミの防除及び忌避は、トコジラミを抑制有効量の構造（Ｉ）
、
【化１】

（式中、
Ｒは－ＯＨ、－ＯＣ（Ｏ）Ｒ４、－ＯＲ６、－（ＯＲ６）２から選択され、各Ｒ６は独立
に、１～４個の炭素原子を含有するアルキル基から選択され、Ｒ４は０～２個の二重結合
及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基で
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あり；
ＸはＯ又はＣＨ２であり、但し、ＸがＯである場合、Ｒは＝Ｏでしかあり得ず；
各Ｚは独立に、（ＣＨ）及び（ＣＨ２）から選択され；
ｙは１及び２から選択される数字であり；
Ｒ１はＨ或いは０～２個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され；
Ｒ２はＨ並びに０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され；
Ｒ３はＨ、０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和
又は不飽和ヒドロカルビル基、（ＣＨ２）ｎＯＨ、－Ｃ（Ｏ）ＯＲ５、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）
ＯＲ７、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｒ８、－Ｃ（Ｏ）ＮＲ９Ｒ１０、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１１Ｒ

１２から選択され、Ｒ５、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１及びＲ１２の各々は独立に
、Ｈ並びに０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和
又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され且つｎは１～１２の整数であり；且つ
環構造中の２位と３位との間の結合は単又は二重結合であり得、且つＲが＝Ｏであり、Ｘ
＝ＣＨ２且つｙが１である場合に、構造（Ｉ）の化合物が化合物中に１３～２０個の総炭
素原子を含有するのを除いて、構造（Ｉ）の化合物は１１～２０個の総炭素原子を含有す
る）
の化合物の少なくとも１種と接触させることにより得られる。本発明はまた、指定構造の
光学異性体、ジアステレオマー及びエナンチオマーも含む。したがって、立体化学が明示
的に定義されていない全ての立体中心で、全ての可能なエピマーが想起される。
【０００８】
　トコジラミの安全及び有効な防除又は忌避は、上記の構造Ｉから選択される少なくとも
１種の化合物を含有する製剤の使用により達成され得る。これらの化合物は、その異性体
若しくはエナンチオマー形態のいずれかで、又はその異性体若しくはエナンチオマーの混
合物として存在し得る。さらに、これらの化合物は、それだけに限らないが、Ｎ，Ｎ－ジ
エチル－ｍ－トルアミド（ＤＥＥＴ（登録商標））及びパラ－メタン－３，８－ジオール
（ＰＭＤ）を含む確立された殺有害生物剤又は毒物と併せて使用され得る。
【０００９】
　本発明のさらなる態様は、トコジラミの防除又は忌避のための種々の方法でのこのよう
な製剤の使用に関する。本発明の製剤が使用され得る種々の方法の中には、（１）製剤を
マットレスに直接又は他の成分若しくは溶媒と組みわせて注入すること、（２）製剤を吸
収材料上に配置し、その吸収材料を匂い袋に入れること、及び製剤を含有する匂い袋を、
それだけに限らないが、マットレス、かご、スーツケース、衣類袋、リネン類保管クロー
ゼット又はトコジラミが存在し得る任意の他の封入容器などの場所に入れること、（３）
、それだけに限らないが、マットレス、スーツケース、衣類袋、かご、衣類袋、リネン類
保管クローゼット又はトコジラミが存在し得る任意の他の封入容器などの場所、或いは清
潔な又は汚れた洗濯物の山に配置するための製剤を含有する「ドライヤーシート（ｄｒｙ
ｅｒ　ｓｈｅｅｔ）」を調製すること、（４）洗剤又は柔軟剤組成物の洗濯衣類及びスプ
レーへの使用中にトコジラミを防除するために製剤を洗剤又は柔軟剤組成物に、或いはカ
ーペット及び家具を処理するためにカーペット又は床清掃製品などに入れること、（５）
ＤＥＥＴ（登録商標）又はＰＭＤなどの共配合物（ｃｏ－ｆｏｒｍｕｌａｎｔ）を含む又
は含まない、構造（Ｉ）の化合物を含有する製剤を、表面、織物又は荷物に噴霧すること
、及び（６）それだけに限らないが、ローション、ワイプ、粉末、スプレー又はシャンプ
ーを含む形態などでのヒト又は動物への使用が意図されている製剤の局所施用がある。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　トコジラミの防除及び忌避は、トコジラミを抑制有効量の構造（Ｉ）、
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【化１】

（式中、
Ｒは－ＯＨ、－ＯＣ（Ｏ）Ｒ４、－ＯＲ６、－（ＯＲ６）２から選択され、各Ｒ６は独立
に、１～４個の炭素原子を含有するアルキル基から選択され、Ｒ４は０～２個の二重結合
及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基で
あり；
ＸはＯ又はＣＨ２であり、但し、ＸがＯである場合、Ｒは＝Ｏでしかあり得ず；
各Ｚは独立に、（ＣＨ）及び（ＣＨ２）から選択され；
ｙは１及び２から選択される数字であり；
Ｒ１はＨ或いは０～２個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され；
Ｒ２はＨ並びに０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、
飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され；
Ｒ３はＨ、０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽和
又は不飽和ヒドロカルビル基、－（ＣＨ２）ｎＯＨ、－Ｃ（Ｏ）ＯＲ５、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ
）ＯＲ７、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）Ｒ８、－Ｃ（Ｏ）ＮＲ９Ｒ１０、－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）ＮＲ１１

Ｒ１２から選択され、Ｒ５、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１１及びＲ１２の各々は独立
に、Ｈ並びに０～３個の二重結合及び１～１５個の炭素原子を有する、分岐又は直鎖、飽
和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択され且つｎは１～１２の整数であり；且つ
環構造中の２位と３位との間の結合は単又は二重結合であり得、且つＲが＝Ｏであり、Ｘ
＝ＣＨ２且つｙが１である場合に、構造（Ｉ）の化合物が化合物中に１３～２０個の総炭
素原子を含有するのを除いて、構造（Ｉ）の化合物は１１～２０個の総炭素原子を含有す
る）
の化合物の少なくとも１種と接触させることにより得られる。本発明はまた、指定構造の
光学異性体、ジアステレオマー及びエナンチオマーも含む。したがって、立体化学が明示
的に定義されていない全ての立体中心で、全ての可能なエピマーが想起される。
【００１１】
　防除及び忌避化合物の好ましい群は、
Ｒが－ＯＨから選択され、ＸがＣＨ２であり、ｙが１又は２であり、各Ｚが（ＣＨ）及び
（ＣＨ２）から選択され、環中の２位と３位との間の結合が単結合であり、Ｒ１及びＲ２
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個の二重結合を含有する、分岐又は非分岐、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基であり、且
つＲ３がＨである、構造（Ｉ）の化合物である。
【００１２】
　防除及び忌避化合物の別の好ましい群は、
Ｒが－ＯＨから選択され、ＸがＣＨ２であり、ｙが１又は２、より好ましくは１であり、
各Ｚが（ＣＨ）及び（ＣＨ２）から選択され、環中の２位と３位との間の結合が単又は二
重結合、より好ましくは単結合であり、Ｒ１及びＲ２の一方がＨであり、Ｒ１及びＲ２の
他方が９～１５個の炭素原子及び０～３個の二重結合を含有する、分岐又は非分岐、飽和
又は不飽和ヒドロカルビル基であり、且つＲ３が－Ｃ（Ｏ）ＯＲ５及び－ＣＨ２Ｃ（Ｏ）
Ｒ８から選択され、Ｒ５及びＲ８がそれぞれ、１～６個の炭素原子、より好ましくは３～
５個の炭素原子を含有する分岐又は非分岐、飽和又は不飽和ヒドロカルビル基から選択さ
れ、さらにより好ましくは－ＣＨ３である、構造（Ｉ）の化合物である。
【００１３】
　構造（Ｉ）の化合物の代表的な例は、それだけに限らないが、
【化１－１】



(37) JP 6063559 B2 2017.1.18

10

20

30

40

【化１－２】

【化１－３】
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【化１－４】

【化１－５】
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【化１－９】

【化１－１０】
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【化１－１１】

【化１－１２】
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【化１－１４】
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【化１－１５】
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【化１－１６】

【化１－１７】
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【化１－１９】
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【化１－２０】

【化１－２１】
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【化１－２３】
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【化１－２４】

【化１－２５】

を含む。
【００１４】
　構造（Ｉ）の特に好ましい化合物の群は、γ－ドデカラクトン、γ－トリデカラクトン
、γ－ペンタデカラクトン、メチルアプリトール、メチルジヒドロジャスモレート、メチ
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ルジヒドロジャスモレートジメチルアセタール及び３－メチル－５－ペンチル－２－シク
ロヘキセノンである。
【００１５】
　トコジラミを防除又は忌避するための構造（Ｉ）の化合物の抑制有効量は、使用される
化合物及び化合物が使用される様式に依存し、使用者により容易に決定されるだろう。一
般に、抑制有効量は、担体中、約０．１重量％～約１０重量％、より好ましくは約０．１
重量％～約５重量％、より好ましくは約０．１重量％～約２重量％の量となるだろう。
【００１６】
　本発明は、それだけに限らないが、以下の実施例によって示される。
一方は処理され（各化合物のアセトン溶液１ｍｌが各ディスクに施用された）、一方は処
理されていない（アセトン１ｍｌのみ）２枚の紙の半円ディスクが、ペトリ皿の蓋に置か
れた。対照アリーナが、２枚の紙の未処理ディスクを用いて同様の様式で用意された。５
連の１０匹のトコジラミが蓋の中心に放たれ、処理対未処理基板（又は対照アリーナにお
ける未処理対処理）の選択肢を提示された。処理２時間後でトコジラミの分布が記録され
た。処理対未処理ディスクでトコジラミの数の統計的に有意な差が存在するかどうかを確
かめるために、対応ｔ検定が各処理について行われた。回避としての忌避が以下で表に与
えられる。
【表１】

【００１７】
　本発明がその具体的な実施形態に関して本明細書で記載されているが、本明細書に開示
される発明概念の範囲から逸脱することなく、変更、修正及び変形がなされ得ることが認
識され、添付の特許請求の範囲の範囲に入る全てのこのような変更、修正及び変形を包含
することが意図されている。
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